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要約 
 

本稿では，首都直下地震に備え，東京都における木造住宅密集地域（以下，木密地域と

呼ぶ）の整備を促進するために，新たな政策を提言することを目的として分析を進める．

老朽化した木造建築物が密集する木密地域は全国に約 25,000ha 存在するが，その約 64%に

あたる約 16,000ha は東京都の山手線外周部に存在する．また，東京都は近い将来に高い確

率で震度 6 弱以上の強い地震に見舞われるとされており，大規模な震災が発生した場合，

木密地域はその特徴から他の地域よりも火災や倒壊による被害を大きく受けるため，その

整備は急務である．現在東京都は，「防災都市づくり推進計画」と「木密地域不燃化 10 年

プロジェクト」を作成し，2020 年までの木密地域の整備完了を目標としているが，木密地

域の整備が順調に進んでいるとは言い難い． 

木密地域の整備方法を，道路法を用いて大規模に市街地整備を行うもの，個々の木造住

宅建造物の建て替え及び不燃化を行うものに分けると，後者の木造住宅建造物の建て替え

が進んでいないことが分かった．また，文献調査及びヒアリング調査より，建て替えが進

まない要因として「建て替えを行うための資金不足」と「高齢世帯主を取り巻く経済状況」

が明らかになった．資金不足とは，建て替え資金を工面することのできない世帯主側と，

予算に限りがあるために十分な補助金の拠出といった有効な施策を打ち出せていない行政

側の 2 つに分けて考えることが出来る．また，社会的信用が低いために金融機関からの融

資を受けられない，収入が少なく不安定であるといった特徴を持つ高齢者の存在も看過す

ることが出来ない．よって，世帯主の中でも高齢者に焦点を当てる．このことより我々は，

木密地域の整備促進は喫緊の課題であるにも関わらず，行政が資金不足であること，及び

高齢世帯主が建て替え資金を工面できていないことを問題意識とする．本稿の構成は以下

の通りである． 

第 1 章では，木密地域の現状や危険性を述べるとともに，木密地域の整備促進を目的と

した現行の政策について説明する．また，自治体へのヒアリング調査をもとに現状の課題

や問題意識を述べ，我々が考えるその課題を解消させ得る方法の 1 つとして，リバースモ

ーゲージについて言及する． 

第 2 章では，先行研究を用いて，地域特性を考慮した新たな整備プログラム認定制度と

リバースモーゲージの木密地域における有効性や課題について整理し，本稿の位置づけに

ついて言及する．前者については，先行研究において地域特性と整備事業が持つ効果を合

致させることの重要性は示唆されているものの，具体的な地域名や整備事業に関する説明

はない．本稿では，木密地域不燃化 10 年プロジェクト内の現行の事業，及び不燃化特区を

分析対象とし，各地区で実施すべき事業を具体的に明らかにした点に新規性がある．後者

については，先行研究においてリバースモーゲージが抱える一般的な課題，木密地域にお

ける有効性は示唆されているものの，リバースモーゲージを木密地域に応用し，住宅建造
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物の建て替えを促進させるために，細かな制度設計を行っている研究は見当たらず，その

点に本稿の新規性がある． 

第 3 章では，重回帰分析とロジスティック回帰分析を用いて，地域特性が整備事業の効

果に与える影響，及び適切な事業が行われていない地域の属性を明らかにした．また，リ

バースモーゲージを木密地域に応用する際に生じる課題について検討するために，高齢者

向け特例返済制度2を提供する住宅金融支援機構へのヒアリング調査を行い，リバースモー

ゲージの普及，及び木密地域へ応用する際の課題を明らかにした． 

第 4 章では，第 3 章の分析結果をもとに，以下の政策提言を行う． 

1．地域特性を考慮した新たな不燃化特区整備プログラム認定制度の構築 

2．リバースモーゲージの新たな制度設計 

2－①住宅性能表示の改善，及び利用の義務付け 

2－②リバースモーゲージにおける新たな担保評価算定方法 

2－③中古住宅の評価制度の改善 

提言 1 では，整備事業の効果は地域特性によって変化するという分析結果から，東京都

による整備プログラムの認定要件を見直し，新制度を構築する．現行の木密地域不燃化 10

年プロジェクトにおける整備プログラムの認定要件は，地域特性が考慮されていない．そ

こで我々は，東京都が整備プログラムの認定をする際，不燃化特区の地域特性を調査し，

適切な事業が行われるよう区に対して指示することを提言する．また，適切な事業が実施

されていない地区は，必要以上の事業が実施されている傾向にあることが分析より明らか

になったため，区が立案した整備プログラム案内の事業数が多い場合は再検討の指示を出

すものとする． 

提言 2 では，リバースモーゲージ利用時の融資額を増額し，相続人の負担リスクを軽減

させることを目的とする．融資額を増額させるためには，良質な住宅への建て替えを促し，

担保評価に住宅価値を組み込むことが求められることから，我々は住宅性能表示制度の利

用義務化，及び土地だけでなく住宅も担保として評価し，リバースモーゲージの融資額を

決定する．また，相続人の負担リスクを軽減させるためには，住宅の価値下落を抑制し担

保割れが起こらないようにすることが求められることから，実質年数に基づいた適切な住

宅価値評価制度の利用促進を提言する． 

以上の提言により，効果的に木密地域の整備事業の効率化，及び建て替えの促進が図ら

れると考える．その結果として，木密地域の整備停滞が解消され，木密地域における震災

時の被害を減少させることができる． 

 
                             
2住宅金融支援機構が提供する高齢者向け特例返済制度は，リバースモーゲージをバリアフリーや耐震工事を含むリフォ

ーム工事にも応用できるようにしたものであり，今年 6 月より，中野区や江東区が木密整備事業の一環として同制度の

情報を住民に提供している． 
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はじめに 
 

本稿は，首都直下型地震に備え，東京都における木密地域の整備を加速するための政策

提言を目的とする． 

 木密地域の整備を進め，不燃領域率を向上させるためには，木造老朽建築物の建て替え

の促進が重要である．しかし，木密地域の建て替えを促進するうえで，大きく 2 つの課題

が存在する．それは「建て替えを行うための資金不足」と「高齢者を取り巻く経済状況」

である．資金不足とは，建て替え資金を工面することのできない世帯主側と，予算に限り

があるために十分な補助金の拠出といった有効な施策を打ち出せていない行政側の 2 つに

分けて考えることが出来る．また，社会的信用が低いために金融機関からの融資を受けら

れない，収入が少なく不安定であるといった特徴を持つ高齢者の存在も看過することが出

来ない．よって，世帯主の中でも高齢者に焦点を当てる．以上より我々は，木密地域の整

備促進は喫緊の課題であるにも関わらず，行政が資金不足であること，及び高齢世帯主が

建て替え資金を工面できていないことを問題意識とする．この問題意識をもとに，事業実

施地域の最適化を目的とした新たな整備プログラムの認定制度を提案することで，行政が

抱える課題を解決する．また，高齢世帯主の課題に対して，リバースモーゲージを木密地

域に応用した政策を提言する． 

 首都直下型地震の発生が予想されるなか，我々の政策が木密地域の整備促進に寄与でき

ることを願って本稿を執筆する． 
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第 1 章 現状・問題意識 

第１節 木密地域の概要 

はじめに，本稿で取り上げる木造住宅密集地域（以下，木密地域と呼ぶ）とは，東京都

の「木造住宅密集地域整備プログラム」で指定された木密地域のうち，2006 年と 2007 年の

土地利用現況調査により算出した不燃領域率 60%未満の地域のことである．ここで不燃領

域率とは，市街地の「燃えにくさ」を表す指標であり，建築物の不燃化や道路・公園など

の空地の状況から算出される．不燃領域率が 70%を超えると，市街地の延焼による焼失率

はほぼゼロとなる．同プログラムでは，①木造建築物棟数率 70%以上，②老朽木造建築物

棟数率 30%以上，③住宅戸数密度 55 世帯／ha 以上，④不燃領域率 60%未満，これらの

指標にいずれも該当する地域（町丁目）を木密地域として抽出している．3指定された木密

地域は全国に約 25,000ha 存在しており，そのうち約 16,000ha が東京都山手線外周部に分布

している．図 1 は東京都に存在する木密地域の分布を表した図である．本稿では，木密地

域の大部分が存在し，かつデータ量が豊富という観点から，東京都の木密地域に焦点を当

てる． 

図 1：東京都に存在する木密地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：東京都「木密地域不燃化プロジェクト実施方針」より引用 

 

 

 

 

                             
3 木造建築物棟数率は木造建築物棟数／全建築物棟数，また，老朽木造建築物棟数率は 1970 年以前の木造建築物棟数／

全建築物棟数で求められる． 
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図 2：東京都の火災危険度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：東京都都市整備局「防災都市づくり推進計画」より引用 

 

東京都は近い将来に高い確率で震度 6 弱以上の強い地震に見舞われるとされている．図 2

は東京都の火災危険度をまとめたものである．山手線外周部に存在する木密地域は火災危

険度が高いため震災発生時の物的被害や，高齢者が多く避難が容易ではないといった木密

地域の特徴に起因する人的被害の拡大が想定される．また，狭隘な道路のため緊急車両の

進入の阻害も考えられる．また，2012 年の復興庁「東日本大震災における震災関連死に関

する報告」では，震災関連死の約 90%が 66 歳以上の高齢者で，原因は「避難所等における

生活の肉体・精神的疲労」「避難所等への移動中の肉体・精神的疲労」といったような，

避難所生活が関連した疲労が約 50%を占めた．自宅ではない避難所での生活は，高齢者に

とって非常に負担が大きいことが分かる．木密地域の整備を進めることは，災害時の火災

や倒壊を防ぐだけなく，震災後の住民の生活環境の向上に大きな影響を与える．  

 木密地域の整備は喫緊の課題であるが，整備の進捗状況は順調でない．図 3 は東京都の

「防災都市づくり推進計画」において指定された 28 か所の整備地域と不燃領域率の状況を

まとめたものである．図 5 から分かるように 2006 年に 56%，2014 年に 61%となっており，

2020 年には 64%まで上昇すると推計されている．しかしながら，その上昇速度を見ると，

2006 年から 2020 年の 14 年間で 8 ポイントと小さいものになっている．首都直下地震の発

生が高確率で予想される中，目標値である不燃領域率 70%を速やかに達成するには更なる

取り組みが必要である．  
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図 3：東京都の整備地域と不燃領域率の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：東京都都市整備局「防災都市づくり推進計画」より筆者作成 

 

 木密地域への取り組みを進めるうえで，東京都は木密地域の特徴，及び整備を停滞させ

ている要因として 3 つ挙げている．1 つ目は高齢化である．高齢者は生存年数が短いために

防災意識が欠如し，防災対策に消極的な傾向がある．また，区による事前の審査や認定が

必要となることや，建て替え・除去をしても助成金が振り込まれるまでに時間がかかるこ

とや住み慣れた地域コミュニティを離れる可能性がある．さらに，引っ越しをする労力や

新たな場所での住環境の手続きは高齢者にとって大きな負担となる．これらの理由から，

高齢者は建て替えに消極的になる．2 つ目は狭隘な敷地の存在である．木密地域における住

居は敷地が狭小であるために建物床面積の拡大が難しく，建物の更新は困難な状況にある．

これにより建物の老朽化が進み，さらに倒壊の危険性が高まっている．また，道路の少な

さや狭隘さ，行き止まり道路の多さは，災害時の緊急車両の通行や市民の避難に影響を及

ぼす．しかし住居と同様に道路の拡張においても様々な規制があり，道路の建て替えが進

みにくい状況が存在している．また，狭隘な土地において，現行の建蔽率や容積率の規制

により，建て替えを行うと居住スペースの減少を伴ってしまう．これは住民の建て替え意

欲を直接的に減退させるものであると考えられる．3 つ目は複雑な権利関係の存在である．

木密地域では，土地の所有者とその上に建っている家屋の所有者，さらにその家屋の住人

が別人であることが多い．1 つの土地を巡って，所有者，借地者，借家者がそれぞれ権利を

主張するため，権利調整に手間と資金がかかり，採算が取れない．公図と実際の土地が一

致しないケースの存在なども不燃化を妨げている．また，現状の法律では，耐火性能の高

い住宅への建て替えを強制することはできず，所有者の意志によらざるを得ない．しかし，

危険が迫っている地域に対して施策を行う必要がある．  
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第 2 節 現行の政策 

本節では，東京都が木密地域の解消に向けて，既に実施している政策とその整備状況に

ついて述べる．東京都は，「防災都市づくり推進計画（改定）（2016 年 3 月）」と「木密地域

不燃化 10 年プロジェクト」の 2 つの政策を実施している． 

防災都市づくり推進計画は，阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ 1996 年に東京都都市整備

局から制定された「防災都市づくり推進計画」の趣旨を受け継いだものとなっている． 東

京都震災対策条例（平成 12 年東京都条例 202 号）第 13 条の条例に基づき，震災を予防し

震災時の被害拡大を防ぐため，都市構造の改善に関する諸施策を推進することを目的とし

て定められている．本計画の対象区域は東京都内の市街化区域（23 区 28 市町）であり，木

密地域が存在する地域を中心とした 23 区及び多摩地域の 7 市（武蔵野市，三鷹市，府中市，

調布市，小金井市，西東京市及び狛江市）について防災生活圏を設定し，延焼遮断帯の整

備を進める．ここで延焼遮断帯とは，地震に伴う市街地の延焼を阻止する機能を果たす不

燃空間のことを指し，震災時の避難経路，救護活動時の輸送ネットワークなどの機能も担

う．本計画の目標は，2016 年時点で都市計画道路整備率 100%，整備地域の不燃領域率 70%

到達である．具体的な施策は，整備地域の制定，延焼遮断帯の形成，市街地の不燃化，避

難場所の確保の 4 つを実施し，都市計画道路の整備率及び不燃領域率の上昇を図っている． 

図 4 は整備地域の位置をまとめたものである．整備地域とは，東京都における大規模震

災時に甚大な被害が想定されるとして都が制定した 28 地域のことである．整備地域の基準

は，地域危険度のうち，建物倒壊危険度 5 及び火災危険度 5 に相当し，老朽木造建築物棟数

率が 45%以上の町丁目を含み，平均不燃領域率が 60%未満である区域及び連担する地域で

ある．延焼遮断帯は，軸となる都市計画道路等の整備や道路整備に併せた沿道建築物の不

燃化の促進，空き地や公園の設立により形成され，燃えにくい建物又はスペースを作り，

火災が発生した際に延焼するエリアを小さくすることが目的である．避難場所は，指定さ

れた避難場所までの避難距離が 3km 未満となるようにその避難圏域を指定している．23 区

内の避難場所の指定は，土地利用や建築物の状況，建築動態の変化，公共事業等の進捗状

況を考慮し，おおむね 5 年ごとに見直しを行うものとしている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ISFJ2016 最終論文 
 

11 

 

図 4：整備地域の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：東京都「防災都市づくり推進計画」より QGIS にて筆者作成 

 

 前述した「防災都市づくり推進計画」により，木密地域の改善は一定の成果を上げてき

た．しかし，目標到達の遅れへの懸念や首都直下地震発生の切迫性を踏まえると，木密地

域の改善を一段と加速しなければならない．区と連携しながら，従来よりも踏み込んだ整

備促進策を重点的かつ，集中的に講じるために，2014 年に東京都は「木密地域不燃化 10 年

プロジェクト」を制定した．本計画の目標は，2020 年までに整備地域における不燃領域率

を 70%，主要な都市計画道路の整備率を 100%まで上げることである．「防災都市づくり推

進計画」と大きく異なる点は，区が固有の政策を都へ主体的に提案し，実施に至ることで

ある．具体的には，不燃化特区の構築，都市計画道路の整備，防災まちづくりの気運醸成

の 3 つの施策に取り組んでいる． 

 「防災都市づくり推進計画」で指定した整備地域のうち，地域危険度が高く特に重点的・

集中的に改善を図るべき地区について，区が整備プログラムの作成・都に提案を行う．こ

れを受けて，都が不燃化推進特定整備地区（不燃化特区）を指定，整備プログラムの実施，

さらに，期間・地域を限定した特別な支援をおこなう．都市計画道路の整備は，整備地域

内の未整備及び事業中の都市計画道路のうち，延焼遮断帯の形成に資するなど，防災上整

備効果の高い区間を特定整備路線と設定しおこなう整備である．また，市街地の不燃化を

一体に進め，より高い効果を発現させる．防災まちづくりの気運醸成とは，都が区と連携

して木密地域の現地に出向き，住民にまちづくりの必要性を伝え実践的な行動を促すとと

もに，住民の側から不燃化にあたっての課題や意見を直接聞く地域密着型の集会を地区ご

とに順次開催することである． 

  「防災都市づくり推進計画」では，政策の流れが都から区へのトップダウンになってい
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る．しかし，「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」では，区から都へのボトムアップにな

っていることが注目すべき相違点である．区ごとに固有の政策を実施し，さらに都からの

支援を受けることにより，整備の加速を促すことができる． 

 

第 3 節 自治体が抱える木密地域整備への課題 

木密地域における不燃領域率を向上させる方向性は，大きく分けて 2 つある．1 つ目は，

都市計画道路の整備など，大規模な市街地整備によって延焼遮断帯を形成し不燃領域率を

向上させる方法である．防災都市づくり推進計画や木密地域不燃化 10 年プロジェクトの骨

格となっているコア事業でもあり，既に東京都や区が積極的に進めている．中野区の「平

成 26 年度行政評価結果」においても，道路新設や市街地整備のための用地買収や道幅の拡

張工事は順調に進んでいるとの記載がある．2 つ目は，木造住宅建造物の建て替えを促進す

る方法である．しかし，その進捗状況は芳しくない．中野区では住宅建造物の建て替えを

促すために，木造建造物の解体や建て替えへの補助金の拠出や，建て替えに関する専門家

の派遣を行っているが，2014 年における補助金の交付件数の目標は 10 件にもかかわらず，

1 件に留まっている．補助金等の制度を使用せずに建て替えを行っている世帯主も存在する

であろうが，制度の認知度が深まっていない，住民のニーズに合致していない可能性が高

い．木密地域の大きな範囲を占める木造住宅建造物の建て替えが進むことによって，木密

地域の不燃領域率が大きく向上すると考えられるため，我々は建て替えの促進に着目し，

その停滞要因について検証していく． 

先述した通り，東京都は，高齢化・狭隘な敷地の存在・複雑な権利関係，の 3 つを整備

の停滞要因として挙げている．しかし，東京都や各自治体が保有する資料，その他の文献

は，どの要因が最も木密地域の整備の停滞に影響を与えているのかを明らかにしていない．

また，整備事業の事業主体である各自治体は，上記の整備停滞要因以外にも整備の停滞要

因を抱えている可能性がある．整備が停滞している現状と原因を明らかにし，どの停滞要

因に我々が着目すべきなのかを探るため，中野区都市基盤部地域まちづくり分野まちづく

り事業担当，足立区都市建設部市街地整備室密集地域整備課不燃化推進係の担当者へのヒ

アリング調査を行った．以下でヒアリング調査やそれと関連する文献調査により明らかと

なった課題について考察する． 

2 つの自治体へのヒアリング調査，及び文献調査から，世帯主が建て替えの資金を工面す

ることが難しく，行政からの助成金だけでは建て替えに踏み切れないこと，また，行政側

にも補助金を拡大するだけの財政上の余裕がなく，新たな施策を打ち出せていないことが

明らかになった．加えて，木密地域に住んでいる高齢世帯主が，社会的信用の低下や老後

の生活への不安から，建て替え資金を工面することが困難であることが，木密整備事業の

促進を阻害する大きな要因であることが分かった．以下で，それらの要因について詳しく

説明する． 
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各自治体は建て替えを検討する世帯主に対して，戸建て建て替え助成，老朽建築物除去

助成，固定資産税・都市計画税の減免といった助成制度の利用を勧めている．しかし，各

自治体が行っている助成制度は，不燃化工事のみに対して助成をしているに過ぎず，世帯

主への金銭的な負担が軽減されているとは言えない．世田谷区の老朽建築物（延床面積 112.8

㎡）での助成金のシミュレーションを例に説明する．老朽建築物を除去し，二階建て準耐

火建築物を建築するものとする．その場合，除去費は 3,000,000 円かかり，そのうち 2,707,000

円が助成される．また，建築工事費は 27,000,000 円かかり，そのうち 510,000 円が建築設計・

監理費として助成される．つまり，実際にかかった総経費 30,000,000 円のうち，助成金は

わずか 3,217,000 円しか支給されない．安田・中川・浅田 （2015）で明らかにされている

ように，木密地域を含む総合危険度が高い地域に住む世帯主の所得が安全な地域に住む世

帯主よりも低いことからも，建て替えは経済的に困難であると言える． 

木密地域に住む方々の建て替えを促進するために，補助金額を増額するという方法が考

えられる．しかし，建て替えにかかる費用は一世帯当たり数千万掛かることもあり，自治

体予算の財政を圧迫してしまうこと，また，不燃化特区内の住民に対してのみ補助金を増

額することは税金使用の公平性を損なうことからも，補助金の増額は難しい．このように，

「世帯主」「行政」どちらにも資金不足の問題があり，不燃化に伴う建て替えを行う経済的

余裕がない．世帯主の経済的課題を考慮しながら，行政が限られた財源のなかで財政負担

の小さな政策を活用していくことが求められる．  

 本研究でも既に述べたように，木密地域に住む多くの高齢者には，高齢者特有の経済状

況が存在する．高齢者はコミュニティの移動や，生存年数が短いことによる防災対策への

意識の欠如といった心理的な理由，手続きが煩雑であるといった事務的な理由から，建て

替えに消極的な傾向があるとされている．そこへ，高齢者を取り巻く経済的な要因が建て

替えへの消極的な傾向に拍車をかけている．一般的に高齢者は，比較的収入が少なく不安

定である，病気で長期入院などになると返済が滞る可能性がある，といった理由から社会

的信用が低いと考えられており，建て替えをするための資金を金融機関から借り入れるこ

とが難しい．また，金融機関から融資を受けるための条件を満たしていても，自身が亡く

なった後に相続人に移る経済的負担を避けたい，という心理が働くことも考えられる．さ

らに，高齢者の多くは日常の暮らしや将来の生活資金に不安を持っており，限りある金融

資産を建て替えに投資するとは考えにくい．これらの理由から，建て替えのための資金を

高齢者が工面しやすい環境を整え，資産を防災対策に投資するように促す方法を考えてい

かなければならない．以上から我々は，世帯主の経済的課題，財政負担の小さな政策の活

用，高齢者特有の経済状況の 3 点を考慮した政策の提言を行うことが必要であると考える． 
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第 4 節 問題意識 

 木密地域の不燃領域率を向上させ，災害時の被害を最小限に抑えるためには，木密地域

内の木造住宅建造物の不燃化，及び建て替えを促進することが重要である．木密地域の不

燃領域率を上昇させるにあたり，木造住宅建造物の建て替えが果たす役割は大きい．先述

したとおり，不燃領域率は不燃領域率（Ft，単位：%）＝空地率＋（1−空地率／100）×不

燃化率（建築面積の総数のうち，耐火建築物等が占める面積の割合）で表す指標であり，

木密地域の大部分を占める木造住宅建造物を一定の防災基準で建て替えることは，不燃領

域率の向上に直結する．また，住宅の建て替えを進めることは，災害時の火災延焼を防ぐ

だけでなく，避難経路の確保や災害後の生活環境の維持に貢献すると考えられる． 

 しかし，木密地域の不燃領域率を向上させるための整備事業は停滞しており，特に木造

住宅建造物の建て替えに対する施策は十分であるとは言えない．その要因は，ヒアリング

調査，及び文献調査により，財源の限界という状況の中で有効な政策を打ち出せない行政，

建て替え費用を工面できない世帯主，両者の資金不足が浮き彫りになった．また，木密地

域では高齢世帯主が多く住んでいるが，高齢者が社会的信用の低下によって資金を工面す

ることができないことや，将来の生活への不安といった高齢者特有の経済状況が整備停滞

に影響していることが明らかになった．よって，世帯主の中でも高齢者に焦点を当てる．

したがって本稿では，木密地域の整備促進は喫緊の課題であるにも関わらず，行政が資金

不足であること，及び高齢世帯主が建て替え資金を工面できていないことを問題意識とす

る． 

 行政の予算が十分でないために有効な政策手段を打ち出せていない，という課題に対し

ては，いかに現行の予算・制度の枠組み内で整備事業の効果を最大化できるか，という視

点で政策を提言していく．また，高齢の世帯主が建て替えを行うための資金を工面できな

いという課題に対して，我々はリバースモーゲージの活用が有効であると考える．図 5 は

リバースモーゲージのスキームを可視化したものである．リバースモーゲージとは，住宅

資産を担保とした高齢者向けの返済繰り延べ型融資のことで，借入人は基本的に生きてい

る間は自宅に住み続けられる．リバースモーゲージは，年金や貯蓄だけでは生活資金に不

安があるものの，資産価値の高い住宅に住んでいる高齢者にとって有効な資産活用方法で

あると考えられている．第 2 章先行研究において，リバースモーゲージの意義や一般的な

課題，木密地域への有効性について述べる． 
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図 5：リバースモーゲージのスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：野田（2006）より引用 
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第 2 章 先行研究及び本稿の位置づけ 

第 1 節 先行研究 

本節では，木密整備事業が実施されている地区を対象地として取り上げ，実施されてい

る事業に対して分析を行い，木密整備事業の効果を評価している 1 研究，リバースモーゲ

ージの高齢者への有用性や日本における現状と普及への課題を分析し，担保評価の際に土

地だけでなく建築物の評価も加えて融資額を決定すること，住宅政策との連携を提言して

いる 1 研究，密集住宅市街地に住み，建て替え意欲・資金力に乏しい高齢者世帯に対し，

リバースモーゲージのような土地資産活用方式を導入することの有効性を示し，不動産に

住み続けることを望まず，住み替えを希望する高齢者といった多様なニーズに対応するた

めの政策を検討している 1 研究を取り上げる． 

1 つ目の先行研究として，五十嵐・村尾 （2007）を利用した．東京都木密整備事業が実

施されている 41 の地区を対象地として設定し，実際に実施されている事業に対して，建物

棟数密度・CVF・木造建物棟数率・建物倒壊危険量，といった客観的防災性能評価指標を用

いて分析を行い，東京都木密事業の効果を評価している．CVF は「建築物の周囲から延焼

限界距離の半分の長さで建物を拡張した際に，地区面積に対するバッファー面積の比」と

定義され，不燃領域率同様，市街地の防火性能を示している指標である．研究の結果とし

て，木密整備事業は建物倒壊危険性改善型か火災危険性改善型に分類することが出来るこ

とを明らかにし，地域が持つ特性と木密整備事業が持つ特性を合致させることの重要性を

示唆している． 

2 つ目の先行研究として，野田（2006）を利用した．この論文はリバースモーゲージの意

義と住宅政策への応用に向けて考察を行っている．はじめに，リバースモーゲージの活用

が求められる背景として，①高齢化，②生活資金の確保に不安を抱える高齢者の存在，③

住宅やその敷地を含む実物資産が利用されていない現状，④遺産動機が薄れつつあること，

の 4 つの点を挙げ，リバースモーゲージが高齢者の資産活用，資金調達方法として有効で

あることを示している．また，日本では，リバースモーゲージの貸し手が土地に限定した

担保評価を行っており，中古市場でも築 20 年前後で戸建て住宅の建物の価値がゼロと査定

されてしまう現状を指摘し，融資額を決定する際に，リフォーム等による建物の資産価値

の向上効果が適切に査定に反映されることの重要性を指摘している．リバースモーゲージ

の課題や今後の方向性について言及はあるが，具体的な制度設計はされていない． 

3 つ目の先行研究として，小沢（2004）を利用した．木密地域の特徴として，狭いながら

も土地資産を保有しているが，生活資金の確保が精一杯で，建て替え資金までは準備でき

ていない高齢者世帯が多数存在していることを指摘し，住居やその敷地を建て替え資金な

どの生活資金としてキャッシュ化する，リバースモーゲージの木密地域における有効性を

指摘している．そのことを踏まえて，従来の不動産担保型（契約者が所有する不動産を担
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保にし，建て替え等の住宅改善費用及び従後の生活費用を融資するもの）のみでなく，不

動産売却型（契約者が所有する不動産を契約当初に売却するもの）を提案し，高齢者の多

様化するニーズに応える制度の設計を行っている． 

 

第 2 節 本稿の位置づけ 

 以上 3 つの先行研究より，現行の木密整備事業にはそれぞれ与える効果の種類に違いが

あり，それを地域の特性と合致させることの重要性の示唆を得ることが出来た．また，リ

バースモーゲージが高齢者にとって有効な資金調達方法であること，住宅政策と関連付け

た際に生じる課題や，リバースモーゲージを木密地域の住宅政策に適用させることの有効

性が明らかになった．本稿では，1 つ目の先行研究を参考とし，現行の木密整備事業がその

地域において最大限の効果を発揮しているかを重回帰分析とロジスティック回帰分析を用

いて明らかにしていく．五十嵐・村尾 （2007）では，どの地区にどの整備事業が実際に有

効であるかを明らかにしていないが，本稿では対象地区と整備事業のマッチングを行う点

に新規性がある．また 2 つ目，3 つ目の先行研究を参考とし，リバースモーゲージを木密地

域の建て替え促進に応用させるべく，実証分析，及び制度設計を行う．森田（2010）など，

日本におけるリバースモーゲージの普及に向けた課題の検証を行っている研究や，国土交

通省・国土交通政策研究所（2012）など，高齢者に対するアンケートやヒアリング調査を

元にリバースモーゲージに関する高齢者のニーズを明らかにした研究はいくつか存在する．

しかし，木密地域の改善にリバースモーゲージを応用した研究は数少ない．リバースモー

ゲージを木密地域が抱える特有の課題解決に向けて応用し，住宅建造物の建て替えを促進

させるために，細かな制度設計を行う点に本稿の新規性がある．第 3 章における分析では，

ヒアリングや東大社研の個票データを用いた回帰分析より，木密地域内における建て替え

へのリバースモーゲージの課題について検証していく． 

第 2 章先行研究において，リバースモーゲージの意義や一般的な課題，木密地域への有

効性について述べた．本稿では，リバースモーゲージを木密地域内の建て替えに応用する

際に生じる課題をヒアリング調査によって明らかにしていく．主に生活資金を融資するた

めの制度であるリバースモーゲージを，バリアフリーや耐震工事を含むリフォーム工事に

も応用できるようにしたものに，高齢者向け特例返済制度がある．表 1 は高齢者向け返済

特例制度の概用をまとめたものである．今年の 6 月より，事業主体である住宅金融支援機

構が中野区や江東区と提携し，不燃化特区内での利用を促進し始めていることからも，同

制度が木密地域の建て替え促進に効果を持つことが推測される．制度の課題を把握するこ

とは，我々の政策提言に重要な示唆を与えると考えられる．高齢者向け特例返済制度の現

状と課題を特定するため，事業主体である住宅金融支援機構・まちづくり推進部へのヒア

リング調査を行った．調査のなかで，先述したリバースモーゲージの 3 大リスク（住宅価 
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表 1：高齢者向け特例返済制度の概用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：住宅金融支援機構 HP より筆者作成 

 

値下落・金利・長生き）や制度の認知不足など，様々な普及や建て替えへの応用への課題

が明らかになったが，本稿では，その中でも住宅金融支援機構が大きな課題だと認識して

いる 2 つの課題について整理する． 

１つ目は融資額の限界である．先述したように，高齢者向け特例返済制度はバリアフリ

ーや耐震工事を含むリフォーム工事を前提としているため，融資額は 1,000 万円か更地評価

額の 60%の低い方に設定されている．しかし，準耐火の 2 階建て住宅を建てるためには，

約 1,900～3,000 万円もの資金が必要とされており，現行の融資額では建て替えを行うこと

はできない．そのため，建て替えを促進させるには，融資額の増額が必要であると考えら

れている．現状は融資額が低く抑えられており，その原因は，住宅の建物部分の資産価値

が十分に評価されていないことである．日本で行われているリバースモーゲージでは，土

地のみの担保価値が評価され，建物部分の価値はまったく考慮されない．リバースモーゲ

ージを提供する金融機関や地方自治体にとって，担保に取った不動産を実際に処分して融

資を回収するまでには長ければ数十年かかるため，年を経るごとに耐用性が衰える建物を

査定に含めることはリスクが高く，長期的に安定した資産価値が期待できる土地に限って

評価せざるを得ないのである．その結果として，リバースモーゲージの利用者は，土地の

担保価値だけを裏付けとしたより少ない融資しか得られないのが現状である． 

2 つ目は相続人への負担を避けたいという心理である．高齢者向け特例返済制度における

元金の返済は，相続人が融資住宅及びその敷地の処分，自己資金等により，一括して返済

することとなっている．また，ヒアリング調査より相続人が子どもになるケースが多いこ

とが分かった．そのため，「亡くなった後に子どもに多額の負債を残したくない」という高

齢者の心理が働き，制度の利用が滞っている．大都市圏であれば，担保となっている住宅

やその敷地の売却により返済が可能なケースが多いが，不動産価格が下落した場合や，道

路が狭い，災害に弱いといった特徴を持つ木密地域では地価が低く評価される可能性があ

る．そのような場合，住宅やその敷地だけでは返済額を賄うことができなくなり，相続人
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への負担が発生すると考えられる．このように，借入申し込み時点で目に見えていない不

確定な要素の存在が制度の利用を滞らせている． 
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第３章 分析 

第１節 分析の目的と概要 

本章では，まず分析 1 として，不燃化特区において現行の事業が適切な地域で行われて

いるか検証するため．不燃領域率の改善を表す指数を被説明変数とした重回帰分析を行う．

次に，分析 2 として重回帰分析によって明らかとなった．政策の最適化が必要である不燃

化特区を対象に，適切な事業が行われていない地域の特徴を検証するため，ロジスティッ

ク回帰分析を行う．また，前章までに述べたリバースモーゲージ制度について，リバース

モーゲージ制度を実際に活用したいという意思をもつ人々の特徴を検証するため，分析 3

として個票データによるロジスティック回帰分析を行う．この分析を行うにあたって，東

京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センターSSJ データアーカイ

ブから〔「生活設計と金融・保険に関する調査 VOL.6，2003 （サラリーマンの老後のラ

イフスタイルと生活設計に関する調査）」〕のデータ提供を受けた．最後に，リバースモ

ーゲージを木密地域内の建て替えに応用する際に生じる課題を検証するため，分析 4 とし

て独立行政法人住宅金融支援機構・まちづくり推進部へのヒアリング分析を行った．以上

の 4 つの分析より明らかになった結果をもとに政策提言を行う． 

 

第２節 分析１：適切な事業実施地域の検証 

分析１では，木密地域不燃化 10年プロジェクトで行われている各政策が適切な地域で実施

されているのかを検証するため，町丁目別のクロスセクションデータによる重回帰分析を

行う．木密地域不燃化 10 年プロジェクトで指定された不燃化特区は 53 地区 285 丁目存在

し，その中で整備の目標にほぼ達している西新宿 5丁目地区を除いた 52地区 284丁目をサ

ンプルとした．被説明変数には平成 23 年度から平成 26 年度における各町丁目の不燃領域

率の改善率とした．改善率は以下のように定義する． 

 

●不燃領域率改善率（𝑌𝑖）: 

 

𝑌𝑖 =
不燃領域率（平成 26年）−不燃領域率（平成 23年）

不燃領域率の目標値（70%）−不燃領域率（平成 23年）
 

 

 単純な伸び率ではなく改善率を用いることで，平成 23年時点の不燃領域率が高いほど不

燃領域率の伸び率が逓減してしまうという点を避けている． 

 

 説明変数は，地域特性を表す指標として，高齢化率，人口密度，3世代世帯率，持ち家率，
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5 年定住率を用いる．平成 23 年から平成 26 年の不燃領域率改善率に与えるのは平成 23 年

以前の地域特性であると考えられるため，データは平成 22年度の国勢調査を利用した．ま

た，木密地域不燃化 10 年プロジェクトで実施されている政策をダミー変数として用いる．

木密地域不燃化 10年プロジェクトにおいて実施されている政策はすべてで 74事業あるが，

その中でも地域特性を表す変数と関連が大きいと想定される 22事業を我々独自に選出した．

最後に地域特性を表す変数と事業のダミー変数をかけあわせた交差項を用いる．これは，

地域特性が事業の木密地域改善効果にどのような影響を与えているかを検証することを目

的としている．各説明変数の定義と用いる理由は以下のとおりである． 

 

●高齢化率（𝑋1): 

𝑋1 =
65歳以上人口

人口総数
 

 

 高齢者は建て替えや耐震化工事に対する意欲が若年層に比べて低く，木密地域における

高齢化は整備の停滞要因となっていると考えられる．高齢化率が高いほど，木密地域の整

備は停滞すると想定され，その点を検証するために用いる． 

 

●人口密度（𝑋2）: 

 木密地域は木造住宅が密集する地域であるが，建物だけではなく，人口も密集している

ことが考えられる．事業の効果と人口密度の関係を検証するため，説明変数として用いる． 

 

●3世代世帯率（𝑋3）: 

𝑋3 =
3世代世帯総数

総世帯数
 

 

 安田・中川・浅田（2010）では複数世帯は防災意識が高いことを重回帰分析によって明

らかにした．木密地域においても 3世代世帯のような複数世帯は将来の災害リスクに備え，

建て替えや耐震化を進める可能性が高いと考えられるため，この説明変数を用いる．  

 

●持ち家率（𝑋4）： 

𝑋4＝
持ち家世帯数

総世帯数
 

 

 木密地域の整備を停滞させている要因として，土地や建物の権利が複雑であることがあ

げられる．住居が持ち家であることが整備の促進にどのような影響を与えているか検証す

るため，この説明変数を用いる． 



ISFJ2016 最終論文 
 

22 

 

表 2 

●5年定住率（𝑋5）： 

𝑋5 =
5年前の常住地が現住所の人口

総人口
 

 

 木密地域に定住しているという事実は個人の防災意識も高まることから，建て替えや耐

震化工事を含む木密地域の改善の影響を与えると考えられるため，この説明変数を用いる． 

 

●事業ダミー（𝑋6~𝑋22） 

 不燃化特区において，木密地域不燃化 10年プロジェクトに基づいて行われている事業は

すべてで 74 個存在する．その中でも我々は，地域特性との関連が大きいと考えられる 22

事業を分析の対象とし，ダミー変数として用いる．ダミーとして扱う事業を表 2に示す． 

 

 

 

●高齢化率・事業ダミー交差項（𝑋23~𝑋44） 

 

𝑋23~𝑋44 =高齢化率×事業ダミー 

 

 分析の対象とした各事業は，木密地域に住む住民が建て替えや耐震化工事を行う際に利

用できるものである．これらの支援や助成制度は住民の特性，つまり地域特性に影響を受

けると考えられることから，相乗効果があると予想される．交差項を用いることによって，

地域の特性と各事業の相乗効果が木密地域の改善に与える影響を検証する．各事業の効果

は地域の高齢化と関連性が高いと考えられるため，高齢化率との交差項を説明変数に加え

まちづくりコンサルタント派遣 固定資産税・都市計画税の減免 

共同化コーディネーター派遣 士業派遣 

全戸訪問型派遣 戸建建替の設計費・除去費支援 

老朽建築物除去費支援 現地ステーション管理・運営支援 

共同建替助成の要件緩和 用地折衝等専門家派遣 

民間不動産情報の提供 地域の消防・防火対策 

壁面後退奨励金 不燃化建て替えの店舗併用住宅加算支援 

防火・耐震化改修促進助成事業 公営住宅等の優先的あっせん 

老朽建築物除去後の土地管理仮設費支援 住宅建築物耐震化支援事業 

建築物不燃化助成 不燃化促進助成 

共同建替え助成 老朽家屋等解体工事助成 
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る． 

 

●人口密度・事業ダミー交差項（𝑋45~𝑋66） 

 

𝑋45~𝑋66 =人口密度×事業ダミー 

 

 人口密度と各事業の相乗効果を検証し，各事業が人口密度によってどのような影響を受

けるのかを明らかにするため，この説明変数を用いる． 

 

●3世代世帯率・事業ダミー交差項（𝑋67~𝑋88） 

 

𝑋67~𝑋88 =3世代世帯率×事業ダミー 

 

 3世代世帯率と各事業の相乗効果を検証し，各事業が 3世代世帯率によってどのような影

響を受けるのかを明らかにするため，この説明変数を用いる． 

 

●持ち家率・事業ダミー交差項（𝑋89~𝑋110） 

 

𝑋89~𝑋110 =持ち家率×事業ダミー 

 

 持ち家率と各事業の相乗効果を検証し，各事業が持ち家率によってどのような影響を受

けるのかを明らかにするため，この説明変数を用いる． 

 

●5年定住率・事業ダミー交差項（𝑋111~𝑋132） 

 

𝑋111~𝑋132 =5年定住率×事業ダミー 

 

 5年定住率と各事業の相乗効果を検証し，各事業が 5年定住率によってどのような影響を

受けるのかを明らかにするため，この説明変数を用いる． 

データの出典は表 3 にまとめたとおりである．また，各変数の記述統計はデータ量が多い

ため，表 4から表 7にまとめる．交差項の組み合わせに基づいて，分析は（1)から（7)の 7

通りを行う． 

 

(1) 高齢化率，人口密度，持ち家率，5年定住率，事業ダミー，高齢化率・事業ダミー交       

差項を用いる． 

(2) 高齢化率，人口密度，持ち家率，5年定住率，事業ダミー，人口密度・事業ダミー交
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差項を用いる． 

(3) 人口密度，3世代世帯率，5年定住率，事業ダミー，人口密度・事業ダミー交差項を

用いる． 

(4) 人口密度，3 世代世帯率，5 年定住率，事業ダミー，3 世代世帯率・事業ダミー交差

項を用いる． 

(5) 高齢化率，人口密度，持ち家率，5年定住率，事業ダミー，持ち家率・事業ダミー交

差項を用いる． 

(6) 高齢化率，人口密度，持ち家率，5年定住率，事業ダミー，5年定住率・事業ダミー

交差項を用いる． 

(7) 人口密度，3 世代世帯率，5 年定住率，事業ダミー，5 年定住率・事業ダミー交差項

を用いる． 

変数𝑋3（3 世代世帯率）は変数𝑋1（高齢化率），変数𝑋4（持ち家率）と相関が強いため，同

時に分析にいれるのは適さない．変数𝑋3（3世代世帯率）を分析に用いる際は変数𝑋1（高齢

化率）と𝑋4（持ち家率）をそれぞれ落として分析を行っている．各分析のモデル式は以下

の通りである．αは定数項，𝑢𝑖は誤差項である． 

 

分析（1) 

𝑌𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑋1𝑖 + 𝛽2𝑋2𝑖 + 𝛽4𝑋4𝑖 + 𝛽5𝑋5𝑖 + 𝛽6𝑋6𝑖 +⋯+ 𝛽22𝑋22𝑖 + 𝛽23𝑋23𝑖 +⋯+ 𝛽44𝑋44𝑖 + 𝑢𝑖 

 

分析（2) 

𝑌𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑋1𝑖 + 𝛽2𝑋2𝑖 + 𝛽4𝑋4𝑖 + 𝛽5𝑋5𝑖 + 𝛽6𝑋6𝑖 +⋯+ 𝛽22𝑋22𝑖 + 𝛽45𝑋45𝑖 +⋯+ 𝛽66𝑋66𝑖 + 𝑢𝑖 

 

分析（3) 

𝑌𝑖 = 𝛼 + 𝛽2𝑋2𝑖 + 𝛽3𝑋3𝑖 + 𝛽5𝑋5𝑖 + 𝛽6𝑋6𝑖 +⋯+ 𝛽22𝑋22𝑖 + 𝛽45𝑋45𝑖 +⋯+ 𝛽66𝑋66𝑖 + 𝑢𝑖 

 

分析（4) 

𝑌𝑖 = 𝛼 + 𝛽2𝑋2𝑖 + 𝛽3𝑋3𝑖 + 𝛽5𝑋5𝑖 + 𝛽6𝑋6𝑖 +⋯+ 𝛽22𝑋22𝑖 + 𝛽67𝑋67𝑖 +⋯+ 𝛽88𝑋88𝑖 + 𝑢𝑖 

 

分析（5) 

𝑌𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑋1𝑖 + 𝛽2𝑋2𝑖 + 𝛽4𝑋4𝑖 + 𝛽5𝑋5𝑖 + 𝛽6𝑋6𝑖 +⋯+ 𝛽22𝑋22𝑖 + 𝛽89𝑋89𝑖 +⋯+ 𝛽110𝑋110𝑖 + 𝑢𝑖 

 

分析（6) 

𝑌𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑋1𝑖 + 𝛽2𝑋2𝑖 + 𝛽4𝑋4𝑖 + 𝛽5𝑋5𝑖 + 𝛽6𝑋6𝑖 +⋯+ 𝛽22𝑋22𝑖 + 𝛽111𝑋111𝑖 +⋯+ 𝛽132𝑋132𝑖 + 𝑢𝑖 

 

分析（7) 

𝑌𝑖 = 𝛼 + 𝛽2𝑋2𝑖 + 𝛽3𝑋3𝑖 + 𝛽5𝑋5𝑖 + 𝛽6𝑋6𝑖 +⋯+ 𝛽22𝑋22𝑖 + 𝛽111𝑋111𝑖 +⋯+ 𝛽132𝑋132𝑖 + 𝑢𝑖 
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表 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被説明変数 データ出所 

木密地域改善率 東京都都市整備局「防災都市づくり推進計画」より筆者作成 

説明変数 データ出所 

事業ダミー 東京都都市整備局「木密地域不燃化 10年プロジェクト」 

高齢化率 総務省統計局「平成 22年国勢調査」より筆者作成 

3世代世帯率 

持ち家率 

5年定住率 

人口密度 総務省統計局「平成 22年国勢調査」 



ISFJ2016 最終論文 
 

26 

 

表 4
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表 5 
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表 6 
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表 7 
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表 8 

 

（***1％水準，**5％水準，*10％水準でそれぞれ有意であることを示す） 
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表 9 

（***1％

水準，**5％水準，*10％水準でそれぞれ有意であることを示す） 
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表 10 

 

（***1％水準，**5％水準，*10％水準でそれぞれ有意であることを示す） 

 

分析の結果は表 8から表 10にまとめた通りである．本分析は地域特性が各事業の効果に

与える影響を検証することを目的としていることから，事業ダミーおよび交差項が有意な

結果となっている変数に着目する．（2)，（3)の分析，つまり人口密度を用いた交差項は他

の分析と比較して調整済み R2乗が低く，有意になった変数も少ないことがわかる．一方で

（1)，（4)，（5)，（6)，（7)の分析では複数のダミー変数および交差項が 5%または 1%水準で

有意となった． 
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 ダミー変数および交差項がともに有意となった事業の係数に着目すると，各地域特性の

値によって各事業の効果がどのように変化するかを検証することが可能である．ここでは

「住宅建築物耐震化支援事業」と高齢化率の関係を一例として挙げる．（1)の分析において，

住宅建築物耐震化支援事業ダミーの係数は 100.315であり，高齢化率と住宅建築物耐震化

支援事業ダミーの交差項の係数は−4.474である．ダミー変数の係数が正であることから，

この事業は木密地域の改善に正の影響を与えるように考えられる．しかし，交差項の係数

が負であることから，高齢化率がある値を超えると事業は木密地域の改善率に負の効果を

与えることがわかる．木密地域の改善に与える効果をβとすると，これが負の値になる高齢

化率の値であるγは β = 100.315 − 4.474γ ≤ 0 を解いてγ ≥ 22.422 とわかる．つまり，高

齢化率が 22.422%を超えると「住宅建築物耐震化支援事業」は木密地域の改善に負の効果を

与える．このように，各事業は地域特性を表す変数の値によってその効果が変わる場合が

ある．同様の方法で，ダミーおよび交差項がともに有意となった事業について，地域特性

と実施効果の関係を表 11から表 13にまとめた． 
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表 11 

 

この結果をもとに，各不燃化特区において適切な事業，つまり不燃領域率の改善に正の影

響を与えるような事業が行われているかを判断する．各不燃化特区の地域特性の値が事業

を実施すべき値の範囲にあるか，および現在の実施状況を調査し，以下の表にまとめた． 
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表 12 
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表 13 

 

 

表 11から表 13でわかるように，複数の地区において適切な政策が行われていないこと

が明らかになった．これは地域特性が十分に考慮されないまま事業が実施されていること

が要因と考えられるため，この状況を是正する，または今後このような地区を作らないよ

うな政策提言が必要であると考えられる．次節では適切な事業が行われていない地区がど

のような特徴をもつのかをロジスティック回帰分析によって明らかにする 

 

第 3節 分析 2:不適切事業実施地域の属性検証 

分析 1では地域特性を考慮することで,各事業を実施するべき地域と実施するべきでない

地域を明らかにした.次に分析 2では,その分析結果をもとにロジスティック回帰分析を行

う.分析 2では各事業を実施するべきであるが行っていない,または各事業を実施するべき

ではないが行っている地域はどのような地域特性があるのかを検証することを目的として

いる. 
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本分析は，ロジスティック回帰モデルを用いた．分析に用いる説明変数は 10あり，人口

密度,三世代世帯率,5年定住率,延焼遮断帯形成率,倒壊危険量,火災危険量,男性人口,女性

人口,実施している事業の数,類似する事業の数である. 変数の定義と用いる理由は以下の

通りである.まず,非説明変数は以下を用いる. 

 

●事業実施ダミー（Y𝜄): 

分析 1で各事業を実施するべき地域と実施するべきでない地域が明らかになった.各事

業を実施すべき地域，実施するべきでない地域にサンプルを分類した際に，事業を行っ

ているか否かをダミー変数で表したものである．事業が行われている場合には 1を,行わ

れていない場合には 0としている. 

                         

以下で説明変数について説明する. 

●高齢化率（Χ1): 

65歳以上の高齢者が総人口に占める割合を表す変数である. 

 

●人口密度（Χ2): 

単位面積 1km2あたりに居住する人数を表す変数である. 

 

●3世代世帯率（Χ3): 

  3世代で居住する世帯数の割合を表す変数である． 

 

●持ち家率（Χ4): 

人が居住している住宅のうち, 住宅全体に占める持ち家数の割合を表す変数である. 

 

●5年定住率（Χ5): 

  5年前の住所が現住所と同じである人口を，総人口で割った変数である． 

 

●実施している事業の数（Χ6):                                 

各地域で現在実施されている事業の数を表す変数である.実施するべきでないにも関

わらず事業を行っている地域は，実施している事業の数が多い傾向にあると考えられ

るため，この仮説を検証するために用いている. 

●類似する事業数 （Χ7):                                                           

各地域において実施している事業のうち,分析の対象となる事業と類似する事業の数

を表す変数である.我々は,実施するべきではないにも関わらず事業を行っている地域
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は類似する事業の数が多い傾向にあると考えた.この説明変数はこの仮説を検証する

ために用いている. 

●延焼遮断帯形成率（Χ8)：                                   

市街地の延焼を防ぐ機能を果たす延焼遮断帯が形成されている割合を表す変数である.

我々の仮説では，公園や耐火建築物により構成される延焼遮断帯の形成率が高い地域

ほど，実施するべき事業を行っている地域なのではないかと考える. この説明変数は

この仮説を検証するために用いている. 

●倒壊危険量,火災危険量（Χ9, Χ10)： 

地震発生時における建物の倒壊と火災の危険量を表す変数である.危険量が低い地域ほ

ど実施するべき事業を行っている地域であるのか否かを検証するために,この説明変数

を用いている. 

●男性人口,女性人口（Χ11, Χ12)： 

男性と女性の人口を表す変数である.この変数は,実施するべき事業等を行っているか否

かが性別と関係しているのかを検証するために説明変数に用いている. 

データは平成 22年度国勢調査及び東京都市整備局に基づいた．分析は，分析 1でその効果

が地域特性に依存することが明らかになった事業とその地域特性の組み合わせごとに，実

施すべき町丁目および実施すべきでない町丁目にサンプルを分類して行った．また，実施

すべき町丁目が存在しない事業など，サンプル数が十分に確保できないものに関しては分

析の対象から除外した．説明変数の記述統計は表 14にまとめたとおりである． 
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表 14 

 

 

分析に使用したロジスティック回帰のモデル式は以下で表す: 

𝑌𝑖 =
1

1 + exp[−（𝑏1Χ1𝑖 + 𝑏2Χ2𝑖 +・・・+ 𝑏12Χ12𝑖 + 𝑏0)]
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表 15 
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3.395
3.187

-12.78
-11.571

-8.285
-10.699

-28.504
-33.578

-43.982
-54.198

-128.439
13.506

56.223
15755.731

5.419
1.273

(2.65)
(2.132)

(3.05)
(4.695)

(8.308)
(7.521)

(12.538)
(9.943)

(12.537)
(18.067)

(80844.739)
(94047.56)

(978.715)
(32861.463)

(8.039)
(6.11)

-0.095
0.233***

-0.05
0.033

0.237
0.19

-2.768
-116.704

-0.12

(0.069)
(0.071)

(0.277)
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0
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0.601***
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0
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表 16 
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分析結果は表 15，16の通りである.まず，各事業を実施するべきであるが，行っていな

い地域の分析結果を事業別に考察する. 「全戸訪問型派遣」を実施するべき地域では倒壊

危険量が 1%の水準で負に有意となり,男性人口が 5%の水準で負に有意,3世代世帯率が 1%の

水準で負に有意となった.これらの結果から考察すると, 「全戸訪問型派遣」を実施するべ

きであるが,事業を行っていない地域は,倒壊危険量,男性人口,3世代世帯率の値が高い地

域であることがわかった.「共同化建替助成の要件緩和」を実施するべき地域では,火災危

険量,類似する事業数が 1%の水準で負に有意,5年定住率が 10%の水準で負に有意となった.

これらの結果から, 「共同化建替助成の要件緩和」を実施するべきであるが,事業を行って

いない地域は, 火災危険量,類似する事業数,5年定住率の値が高い地域であることがわか

った.「地域の消防・防火対策」を実施するべき地域では,延焼遮断帯形成率が 5%の水準で

負に有意となった.これらの結果から,「地域の消防・防火対策」を実施するべきであるが,

事業を行っていない地域は,延焼遮断帯形成率が高い地域であることがわかった.「壁面後

退奨励金」を実施するべき地域では,持ち家率が 5%の水準で負に有意となった.これらの結

果から, 「壁面後退奨励金」を実施するべきであるが,事業を行っていない地域は,持ち家

率が高い地域であることがわかった．「住宅・建築物耐震化支援事業」を実施するべき地

域では,類似する事業数が 1%,実施している事業数,倒壊危険量が 10%で負に有意となった.

このことから,「住宅・建築物耐震化支援事業」を実施するべきであるが,事業を行ってい

ない地域は,類似する事業数,実施している事業数,倒壊危険量が高い地域であることがわ

かった. 

 次に実施するべきではないが行っている地域の分析結果を事業別に考察する. 「用地折衝

等専門家派遣」を実施するべきでない地域では,実施している事業数が 1%,延焼遮断帯形成

率が 10%で正に有意となった.このことから「用地折衝等専門家派遣」を実施するべきでな

いが,事業を行っている地域は実施している事業数, 延焼遮断帯形成率の値が高い地域で

あることがわかった.「地域の消防・防火対策」を実施するべきでない地域では,実施して

いる事業数が 1%あるいは 5%で正に有意となった,このことから, 「地域の消防・防火対策」

を実施するべきでないが行っている地域は,実施している事業数が多い地域であることが

わかった.「防火・耐震化改修促進助成事業」を実施するべきでない地域では,実施してい

る事業数が 1%,5年定住率,高齢化率が 1%または 5%,人口密度が 10%の水準で正に有意となっ

た.このことから, 「防火・耐震化改修促進助成事業」を実施するべきでないが行なってい

る地域は, 実施している事業数, 5年定住率,高齢化率, 人口密度の値が高い地域であるこ

とがわかった.「住宅・建築物耐震化支援事業」を実施するべきでない地域では,倒壊危険

量が 10%の水準で正に有意となった.このことから「住宅・建築物耐震化支援事業」を実施

するべきでないが行なっている地域は, 倒壊危険量の値が高い地域であることがわかっ

た. 

 以上の結果から．各事業を実施するべきであるが行っていない地域および実施すべきで

ないが行っている地域では実施している事業の数が多く有意であることがわかった．この
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ことから，適切な事業を行っていない地域は，必要以上の事業を実施していると考えられ

る 

 

第 4節 分析 3:リバースモーゲージの活用意欲分析 

 

本分析は，リバースモーゲージを利用したいと考える人々の属性を検証することを目的

とする.今回の分析にあたり,東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研

究センターSSJ データアーカイブから〔「生活設計と金融・保険に関する調査 VOL.6，2003 

（サラリーマンの老後のライフスタイルと生活設計に関する調査）」〕の個票データの提供

を受け，ロジスティクス回帰モデルを用いて分析を行った．分析から得られた結果を元に

リバースモーゲージを活用したいと考える傾向にある人の特徴を検証し,次章の政策提言

に繋げる. 

分析はロジスティック回帰モデルを用いた.また全有効回収 816 サンプルのうち,調査票

の「あなたの今後のお仕事や家族や家計の状況などを考慮しないとすると,老後はどのよう

な住まいで暮らしたいとお考えですか」という質問に対して持家（一戸建て）と回答した

サンプルのみを分析対象としている.これはリバースモーゲージ制度の対象者は将来,持家

（一戸建て）で住みたいと考えていることを前提としているためである.したがって,分析

対象を調査票 Q16において, 持家（一戸建て）と回答し,かつその他の説明変数に加えた質

問項目全てに対して,有効回答である 222 サンプルに限定した.また個票データの分析対象

は満 30～59 歳の男女正規従業員で,調査地域は首都圏（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川

県）50km 圏である.分析に用いる説明変数は 12 あり,退職まで金融資産（将来予想), 老後

の地域ダミー,老後の住まいダミー,年齢,性別ダミー,昨年の収入,配偶者の昨年の収入,子

供数,昨年の貯蓄に回した金額,現在の金融資産合計金額,老後資金割合,月々の生活費であ

る.これらの変数のみを用いる理由は,個票データのうち本分析の説明変数として投入する

に適したデータがこれらの変数のみであるというデータ上の制約によるものである.変数

の説明と用いる理由は以下の通りである.まず非説明変数には以下を用いる 
● リバースモーゲージ活用意欲ダミー（Y𝜄):  

リバースモーゲージを活用したいと思うか否かを，ダミー変数を用いて表したものであ

る.この変数を用いることで,老後は持家（一戸建て）に住みたいと回答した人のうち,ど

のような人がリバースモーゲージ制度を活用したいと考える傾向にあるのかを検証する

ことを目的としている. 「生活設計と金融・保険に関する調査 VOL.6，2003」ではリバ

ースモーゲージ制度の活用意欲が以下の 4カテゴリーの回答として得られているため,本

稿では回答が 1から 3（年金型, 貸付枠型, 住替型)の場合にはリバースモーゲージ制度
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の活用意欲があると判断し 1,回答が 4の場合には活用意欲がないと判断し 0としている.

なお,無回答は本分析から除いている. 

1.年金型リバースモーゲージを活用したい 

2.貸付枠型リバースモーゲージを活用したい  

3.住替型リバースモーゲージを活用したい  

4.活用したいとは思わない  

以下で 12の説明変数について説明する. 

● 退職まで金融資産 （Χ1):  

現在の貯蓄状況や給与水準，税・社会保険料の上昇等を考慮したとき,回答者がフルタイ

ムの仕事を辞めるまでに，現実的には金融資産をどの程度蓄えられると思うかを表した

変数である.我々は退職までの金融資産が高い人は金銭的余裕があるため,リバースモー

ゲージ制度を活用したいとは思わないのではないかと考えた.データは以下で示す 12カ

テゴリーの回答として得られているため,本分析では各回答の中間値を金融資産額とし

て採用した.また,回答が 1の時では 50万円,回答が 11の時では 1億円とした．回答 12

と無回答は本分析から除いている．                                

1  100万円未満 

2  100～500万円未満 

3  500～1,000万円未満 

4  1,000～1,500万円未満 

5  1,500～2,000万円未満 

6  2,000～3,000万円未満 

7  3,000～4,000万円未満 

8  4,000～5,000万円未満 

9  5,000～7,000万円未満 

10  7,000～1億円未満 

11  1億円以上 

12  まったく予想がつかない 

● 老後の地域ダミー（Χ2): 
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仕事や家族や家計の状況などを考慮すると老後はどこの地域・街に住むことになると

思うかという質問の回答をダミー変数で表したものである.回答が現在住んでいる地

域・街の場合には 1,そうでない場合には 0とする.老後は現在の地域・街に住むことに

なると回答した人は，住んでいる街や地域に思い入れがあり,リバースモーゲージ制度

を活用して同じ町に住み続ける可能性があると考え,この仮説を検証するために,説明

変数に加える.  

● 老後の住まいダミー（Χ3): 

老後,主たる住まいとは別に，別荘やセカンドハウスなど複数の住まいで暮らすと思う

かという質問の回答をダミー変数で表したものである.主たる住まいだけで暮らすと

回答した場合には 1, 複数の住まいで暮らすと回答した場合には 0とする．老後, 主た

る住まいだけで暮らすと回答した人はその住宅に愛着があり,複数の住宅に住むと回

答した人よりも,リバースモーゲージ制度を利用し,住宅の建て替えをする傾向にある

という仮説をたて，その検証のために,この説明変数を用いている. 

● 年齢（Χ4): 

回答者の年齢を表す変数で調査範囲は満 30～59歳である．我々は，年齢が高い人ほど

リバースモーゲージ制度を活用したいと考える傾向にあるのではないかと考え,この

仮説を検証するため，説明変数に加えた. 

● 性別ダミー（Χ5): 

回答者の性別をダミー変数で表したものである．男性の場合には 1,女性の場合には 0

としている.リバースモーゲージ制度を活用したいと思うか否かに性別が関係してい

るのかを検証するために説明変数に加えている. 

● 昨年の収入（Χ6): 

回答者の昨年一年間の収入を表す変数である.我々は収入が多い人ほど,リバースモー

ゲージ制度を利用しなくても,建て替えや住宅の購入が可能なため,制度を活用したい

とは思わないのではないかと考えた．この仮説を検証するために,説明変数に加えた. 

● 配偶者の昨年の収入（Χ7): 

配偶者の昨年一年間の収入を表す変数である．配偶者に収入がリバースモーゲージを

活用したいと考えることと関係性があるのかを検証するために説明変数に加えている．
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退職まで金融資産と同じく,本稿では各回答の範囲の中間値を配偶者の昨年の収入額

として採用した． 

 

● 子供数（Χ8): 

回答者の子供の人数を表す変数である.子供へ負債を残すことのリスクがリバースモ

ーゲージの利用をためらう理由の一つとして考えられるため，我々は子供がいる，ま

たは子供の数が多くなると制度を活用したいとは思わない傾向があるのではないかと

考え,この仮説を検証するために説明変数に加えた． 

● 昨年の貯蓄に回した金額（Χ9): 

回答者とその配偶者が昨年一年間に積立型の保険商品も含む貯蓄や投資に回した金額

を表したものである．貯蓄に回した金額がリバースモーゲージ活用意欲と関係性があ

るのかを検証するため,この変数を用いる．なお,この変数も各回答の範囲の中間値を

貯蓄に回した金額としている. 

● 現在の金融資産合計金額・老後資金割合（Χ10, Χ11): 

土地や建物の評価額や負債を除く，預貯金や株式・公社債，保険などの金融資産の合

計金額およびその合計金額のうち老後の資金準備を目的としたものの割合を表す変数

である.金融資産合計金額が多いほど金銭的余裕があるため,制度を利用したいと思わ

ない傾向にあると仮説を立て,この仮説を検証するため，説明変数に加えた． 

● 月々の生活費（Χ12): 

回答者の住宅ローンの返済等借入金の支払いを含む月々の生活費を表した変数である.

我々は月々の生活費が多い人々は金銭的負荷が大きいため,リバースモーゲージ制度

を活用したいと思う傾向があると考えた.この仮説を検証するために，説明変数に加え

る．なお,生活費額は各回答の中間値を採用している． 

サンプル数は 222 サンプルであり,非説明変数及び説明変数の記述統計は表 17 にまとめた

通りである． 
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表 17 

 

 

ロジスティック回帰モデル式は以下で表す: 

𝑌𝑖 =
1

1 + exp[−（𝑏1Χ1𝑖 + 𝑏2Χ2𝑖 +・・・+ 𝑏12𝑖Χ12𝑖 + 𝑏0)]
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表 18 

      

 

分析結果は表 18の通りである,昨年の収入と子供数が 5%の水準で負に有意な結果となり,

仮説通りの分析結果となった．これら 2つの説明変数について考察すると,昨年の収入が負

に有意となったことから, リバースモーゲージ制度を活用したくないと回答した人は,昨

年の収入が高い傾向にあることがわかる.この分析結果から,老後は持家（一戸建て）に住

みたいと考えており,収入が十分にある人は,制度を利用しなくても民間の金融機関からの

融資を受けられる，または個人の資産から建て替えなどの費用を拠出できると考えている

と解釈できる.一方で,リバースモーゲージ制度を活用したいと考える人は,収入が低い傾

向にあることがわかった.安田・中川・浅田（2015)では木密地域に住む人々は年収が低い

傾向にあると述べられており，このことから，木密地域ではリバースモーゲージ制度が普

及しやすく，適していることが分析結果から考察できる．次に，子供数が負に有意であっ

たことから,リバースモーゲージ制度を活用したいと回答した人は子供数が低い傾向にあ

ることがわかる. これはリバースモーゲージ制度を活用することで,子供へ負債が残る可
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能性があるため,子供を複数人持つ人ほどこの制度を活用したいとは思わない傾向にある

のではないかと推測できる．また,これらの説明変数の他にもいくつかの説明変数を分析に

加えているが,分析の結果,有意となる結果は得られなかった. 

 

第 5節 分析 4：ヒアリング分析 

第 2 章において，リバースモーゲージの意義や一般的な課題，木密地域への有効性につ

いて述べた．主に生活資金を融資するための制度であるリバースモーゲージをバリアフリ

ーや耐震工事を含むリフォーム工事にも応用できるようにしたものに，高齢者向け特例返

済制度（表 19 参照）がある．2016 年 6 月より，高齢者向け特例返済制度の事業主体である

住宅金融支援機構が中野区や江東区と提携し，不燃化特区内での利用を促進し始めている

ことからも，同制度が木密地域の建て替え促進に効果を持つことが推測され，その制度の

課題を把握することは，我々の政策提言に重要な示唆を与えると考えられる． 

 分析 4 ではリバースモーゲージを木密地域内の建て替えに応用する際に生じる課題をヒ

アリング調査によって明らかにするために，住宅金融支援機構・まちづくり推進部へのヒ

アリング調査を行った．ヒアリング調査のなかで明らかになった 2つの課題について整

理する．1点目として融資額の少なさがあげられる．先述したように，高齢者向け特例

返済制度はリフォーム工事を前提としているため，融資額は 1000 万円か更地評価額の

60％の低い方に設定されている．しかし，準耐火の 2階建て住宅を建てるためには，約

1900～3000 万円の資金が必要とされており，現行の融資額では建て替えを行うことは

できない．そのため，建て替えを促進させるには，融資額の増額が必要であると考えら

れている．しかし，現状は融資額が低く抑えられており，その原因は，建物部分の資産

価値が十分に評価されていないことにある．日本で行われているリバースモーゲージで

は，土地のみの担保価値が評価され，建物部分の価値は考慮されない．リバースモーゲ

ージを提供する金融機関は，担保にとった不動産を実際に処分して融資を回収するまで

には数十年かかるため，年を経るごとに耐用性が衰える建物を査定に含めることはリス

クが高いため，長期的に安定した資産価値が期待できる土地に限って評価せざるを得な

いのである．その結果として，リバースモーゲージの利用者は土地の担保価値だけを裏

付けとしたより少ない融資しか得られないのが現状である． 
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表 19 

 

（住宅金融支援機構 HPより筆者作成） 

 

2点目として利用者が相続人に負債を残したくないと考え，利用を避けるという課題が

挙げられる．高齢者向け特例返済制度における元金の返済は，相続人が融資住宅及びそ

の敷地の処分，自己資金等により，一括して返済することとなっている．また，ヒアリ

ング調査より，相続人が子どもになるケースが多いことがわかった．そのため，亡くな

った後に子どもに多額の借金を負わせたくないという高齢者の心理が働き，制度の利用

が滞っている．大都市圏であれば，担保となっている住宅やその敷地の売却により返済

が可能なケースが多いが，不動産価格が下落した場合や，道路が狭い，災害に弱いとい

った特徴を持つ木密地域では地価が低く評価され，住宅やその敷地だけでは返済額を賄

うことができなくなる可能性があると考えられる．そうした場合には，相続人への負担

が発生することになる．このように，借入申し込み時点で目に見えていない不確定な要

素が存在することによって，相続人が子世代に負債を残したくないと考え，制度の利用

を滞らせている． 

 以上の 2 つの問題が高齢者向け返済特例制度の利用拡大を妨げていることがわかった．

木密地域における建て替えにリバースモーゲージを応用するため，我々はこれらの問題を

解消するような政策を提言する． 

 

 

 

第４章 政策提言 

第１節 政策提言の方向性 

 我々は 2つの政策を提言する．1つ目の提言では，東京都による不燃化特区整備プログ

高齢者向け特例返済制度
実施主体 住宅金融支援機構
特徴 戸建て住宅の改築工事向け
貸付対象者 60歳以上
担保不動産の条件 公庫のバリアフリー工事基準に適合
債権保全措置 建物と土地に第1順位の抵当権
貸付限度額 1000万円か更地評価額の60％の低い方
貸付方法 高齢者住宅財団の保証限度証明書が発行されることを条件に機構が融資
貸付期間 就寝（貸出は1回のみ）
利率 固定、通常よりも低金利
返済方法 元本は借入人の死亡後に一括返済、利息は毎月返済
その他 利用者はまずカウンセリングを受ける
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ラム認定要件を見直し，新たな制度を構築する．また 2 つ目の提言では，建て替えを促進

することを目的とし，木密地域においてリバースモーゲージを普及させる制度を構築する．

分析 1 の結果から，整備事業の効果は地域特性の影響を受けることが明らかになった．そ

こで我々は地域特性が考慮された事業が実施されることを目的とし，新たな整備プログラ

ムの認定制度を提言する．この制度設計においては，分析 2 から明らかになった，適切な

事業が行われていない地域は必要以上の事業を実施している可能性があるという結果も考

慮する．また，分析 3 より，木密地域ではリバースモーゲージが普及しやすく，適してい

ることが分かった．しかし，先行研究および分析 4 より，高齢者によるリバースモーゲー

ジの活用を促すには，第 1に「住宅の建て替えのための融資額の増額」，第 2に「相続人に

債務が残るリスクの軽減」が必要であることが分かった．そこで我々は，高齢者にリバー

スモーゲージを普及させ住宅の建て替えを促進させることを目的とした政策提言を行う．

また，これより提言するリバースモーゲージでは住宅の建て替えを前提とするとともに，

運用方法に関しては，高齢者向け特例返済制度を参考にする． 

 

第２節 新たな整備プログラム認定制度の構築 

第 1項 政策提言の概要 

分析 1，分析 2から不燃化特区における整備事業は，効率的な木密地域の整備が進んでい

ないことが明らかになった．このことから我々は，現在の木密地域不燃化 10年プロジェク

トにおける不燃化特区内の整備プログラム認定要件を見直し，新制度を設計することを提

言する．提言に先立ち，現行の整備プログラム認定要件について記述する．木密地域不燃

化 10年プロジェクトにおける現行の整備プログラム認定要件は，コア事業と呼ばれる核と

なる事業を含むこと，合意形成への取組があることなど，地域特性を考慮することを求め

る要件は存在しない．分析 1 の結果から整備事業の効果は地域特性に依存することがわか

っており，我々はこの整備プログラム認定要件を見直す必要があると考えた．また，分析 2

の結果より適切な事業を実施していない地域は必要以上の事業を実施している可能性があ

ることが明らかになったため，その点においても都が適切に管理する必要があると考えて

いる． 

 

第 2項 新たな整備プログラム認定制度 

 新制度の具体的な内容を，新たな不燃化特区の指定および整備プログラムの認定の流れ

に沿って記述する．また，新制度スキームを図 6に示す． 

  

・区から提出された不燃化特区候補地区について都が該当地区の地域特性を調査し，候

補地域で実施すべき事業および実施すべきでない事業を分類する． 
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・区から提出された候補地区における整備プログラム案を都が審査し，実施すべき事業

が整備プログラムに含まれていれば，その事業を認定する．実施すべき事業が含まれ

ていない場合にはその事業を実施するように指示する．また，実施すべきでない事業

が含まれている場合は整備プログラムから除外するよう指示する． 

 

・整備プログラムに前例のない整備事業案が含まれており，地域特性との関係を判断で

きない場合は試験的な事業として認定する．また，試験的事業であるため，実施開始

から一定期間が経過した後，地域特性との関係を調査することを前提とする． 

 

・区から提出された整備プログラム案において事業案が多い傾向にある場合は，すべて

の事業案が必要であるかどうか，再度検討するように指示する． 
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図 6：新たな整備プログラム認定制度のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

第 3項 新制度による効果 

 都による整備プログラムの認定の際に，十分に地域特性を考慮することで，分析 1 によ

って明らかになった，適切な事業が行われない地域の発生を阻止することができ，木密地

域の整備が効率的に進むことが期待される．また，新規制度では区から提出された整備プ

ログラム内に多くの事業案があった場合，再検討を要求することとしているため，分析 2

より明らかになった必要以上の事業が実施されることを避けることができる．新制度によ

って適切な事業が適切な地域で実施されるようにすることで，整備が促進され，木密地域

の改善が現在よりも効率的に進むと期待できる．また，新制度は木密地域不燃化 10年プロ

ジェクトの整備プログラム認定要件をもとに構築したものであり，実現可能性も非常に高

いと考えられる．  

第 3節 リバースモーゲージの新たな制度設計 

第 1項 制度設計の概要 

 本項では，リバースモーゲージにおける「融資額の増額」と「相続人への負担リスクの

軽減」を目的にした 2 つの政策提言を行う．第 2 項では融資額を増額するために，➀高齢

者に住宅性能表示制度の基準を満たした住宅への建て替えを義務付け，②良質な建て替え

住宅を事前に担保として評価することを提言する．第 3 項では相続人への負担を軽減する

ために，住宅基礎に基づく住宅の評価制度を提言する．図 7 は本節の制度設計のスキーム

を可視化したものであり，我々は以降の 2 つの提言において住宅性能表示制度がリバース

モーゲージを普及させ，建て替えを促進させる機能を持つと考える．  
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図 7：政策提言のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           (筆者作成) 

 

第 2項 住宅性能表示制度の義務化と住宅の担保設定 

上述した「住宅の建て替えのための融資額の増額」について，野田(2006)およびその他

文献調査より，土地のみが担保として評価されていることが要因になっていることが分か

った．そこで我々は，融資額を増額させるために住宅性能表示制度の利用義務化を提言す

る．住宅表示制度とは，2000 年に施行された「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に

基づいた制度であり，住宅の性能を等級で表示する仕組みである．図 8 は，住宅性能表示

制度が定める住宅性能の 10 分野をまとめたものであり，同制度では 10 分野の中で 4 分野

を必須条件として定めている．提言内容は，➀本稿の目的である不燃領域率の向上を考慮

し，リバースモーゲージの融資の条件として，住宅性能表示制度活用の義務付け，②住宅

性能表示制度の必須項目に「火災時の安全に関すること」の追加，③それを了承した高齢

者には建て替え後の新築住宅を事前に担保として評価する，というものである．この一連

の流れにより，リバースモーゲージの融資額を増額させ，建て替えを促進させられると考

える．  
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図 8：住宅性性能表示制度が定める住宅の 10分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(○は必須項目，●は選択項目)                     (筆者作成) 

 

第 3項 住宅基礎に基づく住宅評価制度の導入 

本項では，本節第1項での提言により融資額が増加し，住宅性能表示制度の基準を満たし

た住宅が建てられたことを仮定して議論する．住宅金融支援機構へのヒアリング調査より，

本節の第2の目的である「相続人に債務が残るリスクの軽減」について，担保価値の下落を

緩やかにすることが求められることが分かった．このことに関して国土交通省・「中古戸

建住宅に係る建物評価の改善に向けた指針」では，住宅価値は築年数により一直線的に下

がり，リフォームをしたとしても中古住宅は築22年前後で市場価値ゼロと評価されること

が指摘されている．これは国が税務の手続き上用いる築年数を基に住宅評価額を算定する

方式を，不動産業者も担保の評価時に用いていることに起因している．それに加え，原野

ら(2012)では，日本における中古住宅の適切な価値評価には，住宅の品質に関する情報の

非対称性を解消することが必要だと指摘されている．我々はこの情報の非対称性に関して，

第1項で提言した住宅性能表示制度の利用義務化によりに解消できると考える．住宅性能表

示制度は新築住宅や既存住宅に関わらず，全ての住宅に適用が可能であり，第三者機関が

書類や建築現場を審査することで住宅評価書が交付されるため，消費者は住宅性能につい

て客観的評価を得ることができるからである．  

以上を受け我々は，中古住宅の価値下落を緩やかにし，相続人の債務が残るリスクを軽

減するために，住宅基礎に基づく住宅評価制度の導入を提言する．住宅性能表示制度の基

準を満たして建築された住宅基礎はその機能を54年は維持するため，住宅としての価値の

評価が可能である．この制度の導入により我々は，住宅価値がゼロになるまでの期間が現

状の22年前後から54年前後に延長できると考える．それに加え，住宅基礎の機能が維持さ
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れている限りは，リフォームによる住宅価値の向上が可能であると考えられる．図9は，本

項の制度導入による住宅価値の推移を図示したものである． 
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図9：制度導入による住宅評価の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           (筆者作成) 

 

第 4項 リバースモーゲージ融資シミュレーション 

次に，住宅性能表示制度の利用が義務付けられ，住宅の売買・担保における価格評価手

法が実質築年数に基づいて決定されると仮定した場合の，リバースモーゲージ利用時の融

資シミュレーションを行う．シミュレーションの手順は①～③のステップで行う．①現行

の価格評価手法を用いて，住宅の減価額を算出する．②住宅の減価額をもとに，融資機関

が住宅やその敷地を含む不動産担保を何年以内に回収する必要があるのかを算出する．③

住宅性能表示制度の利用が義務付けられ，住宅の売買・担保における価格評価手法が実質

築年数に基づいて決定されると仮定した場合の融資シミュレーションを行う．このシミュ

レーションでは，住宅を担保に 600 万円の融資を受けて，床面積 80 ㎡（24 坪），2 階建，

準耐・耐火構造，建築予算が 1900万円の建築物に建て替えるケースを考える．また，国土

交通省・「中古戸建住宅に係る建物評価の改善に向けた指針」を参考に，現行の評価方法（財

務省令による減価償却）に基づく住宅の耐用年数を 22年，住宅基礎の状態に基づく耐用年

数を 54年と仮定する．現行の住宅価値は，再調達原価（本節では建て替えに係る費用と同

額とする）から，減価学を割り引いて算出されている．建物の減価額，及び住宅価値は以

下の式で表される．  
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建物の減価額＝再調達減価×
経過年数

耐用年数
（1） 

住宅価値＝再調達原価－減価額（2） 

現行の価格評価手法に基づくと 1年あたりの減価額は(1)の計算式から 1900×
1

22
＝86.4とな

る．融資機関が担保割れを起こさずに 600万円の融資を回収するためには，現在 1900万円

の価値を持つ住宅の価値が 600万円を下回る前に住宅担保を回収する必要がある．つまり，

1300÷86.4＝15.04年以内に担保を回収する必要がある．しかし，高齢者向け特例返済制度

を参考にリバースモーゲージの利用開始年齢を 60歳，日本人の平均寿命を 83.29歳（契約

者が死亡し，担保を回収する年齢）とすると(83.29－60)－15.04＝8.88 年となり，担保割

れが起きてしまう． 

次に，住宅性能表示制度の利用が義務付けられ，住宅の売買・担保における価格評価手

法が住宅基礎に基づいて決定されると仮定すると，1 年あたりの減価額は(1)の計算式から

1900×
1

54
＝35.2 となる．つまり，1300÷35.2＝36.7 年以内に担保を回収する必要がある．

先ほどと同様の利用開始年齢・日本人の平均寿命を用いると，(83.29－60)－36.7＝－13.64

となり，担保割れは起こらない．以上の融資シミュレーションから，住宅性能表示制度の

利用を義務付け，および住宅基礎による住宅価格の評価は，融資額を増加させるとともに，

高齢者の相続人への負担リスクを軽減させることができる．図 10リバースモーゲージを利

用し、住宅と土地を担保評価額に組み込んで融資額が決定された際の融資額を図に表した

ものである． 
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図 10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（住宅金融支援機構 HPより筆者作成） 
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第 5 章 まとめと今後の課題 

本稿では木密地域の整備促進に関して，行政と高齢世帯主の資金不足に着目し，分析，ヒアリ

ング調査をもとに地域特性を考慮した新たな整備プログラム認定制度設計，及び新たなリバース

モーゲージ制度設計という大きく 2 つの提言を行った．これらの提言は木密地域における不燃領

域率の改善に対して効果を上げるものである．しかしながら，木密地域の整備を完了させうるも

のではなく，解決しなければならない課題が多く存在することに留意する必要がある．ここでは

その主な課題と考えられる 2 つの課題について述べる． 

第１に，リバースモーゲージは利用できる住宅が限定的な点である．リバースモーゲージは土

地と住宅を担保に融資を受け取る制度であるため，土地と住宅で所有者が乖離している住宅では

同制度を利用することができない．地主と借地契約をしている住宅や空き家がこれに該当し，今

後は土地と住宅で所有者が乖離する住宅の建て替えを可能とする制度導入が必要である．第 2

に，今回の分析対象にしたのは我々が独自に選出した 22 事業であり，不燃化特区では他にも多

数の事業が実施されている．また，地域特性に関しても，今回分析対象としたもの以外にも多く

の地域特性が考えられ，それらが整備事業の効果に与える影響も今後の課題として検証するべき

である． 

本稿の執筆にあたり，聞き取り調査にご協力いただいた，中野区都市基盤部地域まちづくり事

業担当者様，足立区都市建設部市街地整備室密集地域整備課不燃化推進係 内間様，住宅金融支

援機構まちづくり推進部震災復興支援グループ 吉田様・高橋様から，非常に有用な情報提供を

受けた．加えて木密地域の整備に取り組む 9の自治体の担当者様にもアンケート調査にご協力い

ただいた．ご協力いただいた全ての方に感謝の意を表したい．本稿の研究が，木密地域の整備改

善に寄与できることを心から願い本稿を締めくくる． 
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